
 

人口構造変化に対応した経営を 

 

医療関係の小雑誌に人口構造変化に関する記事がありましたので、改めて今後の人口推移

を確認するとともに内容を少し紹介します。 

 

図表1のように、2010年に1億2,800万人だった日本の人口は既に減少を始めており、2025

年には1億2,000万人に、2050年には1億人を切る見込みです。人口減少は、広い意味では

日本の国力が弱り経済が停滞し、社会的インフラとして必要不可欠な医療や福祉への国家予

算も抑えざるを得なくなることを意味します。 

 

一方で高齢者は増え続け、2010年に2,900万人で全人口の23％だった65歳以上の人口は、

2025年には3,600万人（30％）、2050年には3,700万人（39％）となると見込まれています。

全人口の3分の1が高齢者となる世界が、目前に迫っている状況です。 

 

参考までに、過去20 年間の人口と高齢化の変化をみてみると、1990 年時点での人口は現

在よりも500万人少なく、高齢者は12％にすぎなかったことが分かります。日本全体が人口

減少と高齢者の急増の渦中にいることが理解できると思います。 

人口構造の大幅な変化は、病医院にも様々な環境変化をもたらします。 

 

【図表１】高齢化の推移と将来推計（万人） 

 年 総人口 
65歳 

以上人口 

高齢化率 

（65歳以上人口割合）

65歳以上 

1人を支える 

20-64歳の数 

1980 11,706 1,065 9.1％ 6.6人

1990 12,361 1,489 12.1％ 5.1人

2000 12,693 2,201 17.4％ 3.6人

実
績
値 

2010 12,806 2,924 23.0％ 2.6人

2020 12,410 3,612 29.1％ 1.9人

2025 12,066 3,658 30.3％ 1.8人

2030 11,662 3,685 31.6％ 1.7人

2040 10,728 3,868 36.1％ 1.4人

推
計
値 

2050 9,708 3,768 38.8％ 1.2人

 

 

 

   

 

 

 

 



 

① 病人の急増 ：図表２は、年齢別の人口10万人あたり受療率を表したものです。外来・

入院共に、65歳を超えると急激に伸び、特に入院は65歳以前と以後で約5倍の開きがあり

ます。今後、高齢者人口は増加しますので、新規患者は確実に増え続けることが分かります。 

 

② 医療費財源の限界 ：病人が増える一方で総人口は減り続けるわけで、これらの病人を

診るための医療費が限界を迎えることはほぼ間違いありません。例えば図表１の65歳以上の

人間１人を20-64歳の何人が支えるかをみると、1990年の5.1人が2050年までに1.2人と

なり、非常に重い負担が現役世代に課されることになります。 
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【図表２】年齢別受療率（人口10万対） 
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病医院の今後20年間は、患者数が増え続ける一方で、個々の患者にかけられる医療費は抑

えられ、結果として忙しくなる一方で収入がそれほど伸びないという状況が想定されます。 

また、医療費の財源不足を補うために、消費税増税がほぼ決まりましたが、病医院にとっ

ては支払う一方の損税でもあります。 

さらに医療費適正化対策の柱は、平均在院日数の削減や病院から施設や在宅への転換であ

るため、病医院は経営の在り方を根本的に変えていく必要に迫られています。 

上記のように悪条件が多いのですが、いずれにしても、こうした人口変化を見据えた経営

を行っていくことが重要となりそうです。 

※参考までに福岡県の将来人口推移表を添付します。 

 

 

 

 

   

 

 

 

 



 

福岡県の将来人口（国立社会保障・人口問題研究所資料より）

男女計 2010年 2015年 2020年 2025年 2030年 2035年 2040年

総数 5,071,968 5,045,624 4,968,057 4,855,724 4,718,154 4,558,867 4,379,486

0～4歳 223,355 211,242 186,316 171,204 163,424 155,987 147,513
5～9歳 225,434 222,280 209,692 185,030 170,010 162,272 154,909
10～14歳 236,810 225,154 221,425 209,006 184,445 169,459 161,741
15～19歳 258,293 244,823 230,352 226,260 213,564 188,424 173,021
20～24歳 279,731 259,608 247,931 233,619 229,464 216,627 191,094
25～29歳 303,886 264,852 252,761 241,900 228,213 224,245 211,690
30～34歳 336,459 299,947 263,195 251,754 241,093 227,503 223,466
35～39歳 373,113 333,543 297,426 261,366 250,035 239,519 226,053
40～44歳 324,416 371,387 331,298 295,677 259,911 248,671 238,271
45～49歳 302,515 322,798 368,818 329,081 293,790 258,333 247,187
50～54歳 310,030 299,986 319,529 365,170 325,877 291,049 256,056
55～59歳 362,006 305,397 295,287 314,886 359,972 321,317 287,152
60～64歳 403,483 354,253 298,480 289,356 308,962 353,284 315,428
65～69歳 309,278 389,656 341,503 288,502 280,440 299,958 343,176
70～74歳 265,564 292,338 368,694 323,550 274,313 267,609 286,913
75～79歳 231,480 242,215 267,163 339,009 297,996 254,109 249,290
80～84歳 171,243 197,436 207,753 230,911 295,823 260,574 224,179
85～89歳 98,852 128,495 150,318 160,552 180,499 234,918 207,495
90歳以上 56,020 80,214 110,116 138,891 160,323 185,009 234,852
（再掲）0～14歳 685,599 658,676 617,433 565,240 517,879 487,718 464,163
（再掲）15～64歳 3,253,932 3,056,594 2,905,077 2,809,069 2,710,881 2,568,972 2,369,418
（再掲）65歳以上 1,132,437 1,330,354 1,445,547 1,481,415 1,489,394 1,502,177 1,545,905
（再掲）75歳以上 557,595 648,360 735,350 869,363 934,641 934,610 915,816

男 2010年 2015年 2020年 2025年 2030年 2035年 2040年

総数 2,393,965 2,378,229 2,337,973 2,281,313 2,213,161 2,135,286 2,049,954

0～4歳 114,239 108,404 95,609 87,853 83,861 80,043 75,696
5～9歳 115,411 113,660 107,561 94,909 87,205 83,237 79,458
10～14歳 120,995 115,116 113,102 107,094 94,508 86,829 82,872
15～19歳 131,552 124,706 117,492 115,300 109,159 96,303 88,427
20～24歳 139,610 131,215 125,354 118,223 116,028 109,852 96,903
25～29歳 146,789 129,415 126,004 120,632 113,932 111,881 105,933
30～34歳 164,120 145,446 128,967 125,781 120,513 113,848 111,761
35～39歳 182,936 162,974 144,404 128,191 125,011 119,827 113,217
40～44歳 156,558 182,095 161,766 143,459 127,383 124,230 119,101
45～49歳 145,286 155,557 180,514 160,403 142,308 126,412 123,305
50～54歳 149,902 143,789 153,557 178,238 158,414 140,629 125,019
55～59歳 175,051 146,628 140,582 150,364 174,612 155,257 137,961
60～64歳 193,427 169,827 141,994 136,625 146,394 170,058 151,247
65～69歳 142,870 183,611 160,848 134,995 130,386 140,074 162,880
70～74歳 116,514 131,298 169,213 148,537 125,270 121,596 131,096
75～79歳 94,622 101,310 114,705 149,323 131,462 111,771 109,346
80～84歳 63,681 74,343 80,415 92,152 121,917 107,779 92,819
85～89歳 29,010 41,677 49,788 55,009 64,122 86,963 77,316
90歳以上 11,392 17,158 26,098 34,225 40,676 48,697 65,597
（再掲）0～14歳 350,645 337,180 316,272 289,856 265,574 250,109 238,026
（再掲）15～64歳 1,585,231 1,491,652 1,420,634 1,377,216 1,333,754 1,268,297 1,172,874
（再掲）65歳以上 458,089 549,397 601,067 614,241 613,833 616,880 639,054
（再掲）75歳以上 198,705 234,488 271,006 330,709 358,177 355,210 345,078

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

 

 

 

 



 

福岡県の将来人口（国立社会保障・人口問題研究所資料より）

女 2010年 2015年 2020年 2025年 2030年 2035年 2040年

総数 2,678,003 2,667,395 2,630,084 2,574,411 2,504,993 2,423,581 2,329,532

0～4歳 109,116 102,838 90,707 83,351 79,563 75,944 71,817
5～9歳 110,023 108,620 102,131 90,121 82,805 79,035 75,451
10～14歳 115,815 110,038 108,323 101,912 89,937 82,630 78,869
15～19歳 126,741 120,117 112,860 110,960 104,405 92,121 84,594
20～24歳 140,121 128,393 122,577 115,396 113,436 106,775 94,191
25～29歳 157,097 135,437 126,757 121,268 114,281 112,364 105,757
30～34歳 172,339 154,501 134,228 125,973 120,580 113,655 111,705
35～39歳 190,177 170,569 153,022 133,175 125,024 119,692 112,836
40～44歳 167,858 189,292 169,532 152,218 132,528 124,441 119,170
45～49歳 157,229 167,241 188,304 168,678 151,482 131,921 123,882
50～54歳 160,128 156,197 165,972 186,932 167,463 150,420 131,037
55～59歳 186,955 158,769 154,705 164,522 185,360 166,060 149,191
60～64歳 210,056 184,426 156,486 152,731 162,568 183,226 164,181
65～69歳 166,408 206,045 180,655 153,507 150,054 159,884 180,296
70～74歳 149,050 161,040 199,481 175,013 149,043 146,013 155,817
75～79歳 136,858 140,905 152,458 189,686 166,534 142,338 139,944
80～84歳 107,562 123,093 127,338 138,759 173,906 152,795 131,360
85～89歳 69,842 86,818 100,530 105,543 116,377 147,955 130,179
90歳以上 44,628 63,056 84,018 104,666 119,647 136,312 169,255
（再掲）0～14歳 334,954 321,496 301,161 275,384 252,305 237,609 226,137
（再掲）15～64歳 1,668,701 1,564,942 1,484,443 1,431,853 1,377,127 1,300,675 1,196,544
（再掲）65歳以上 674,348 780,957 844,480 867,174 875,561 885,297 906,851
（再掲）75歳以上 358,890 413,872 464,344 538,654 576,464 579,400 570,738

2010年 2015年 2020年 2025年 2030年 2035年 2040年

年齢別割合（0～14歳：％） 14 13 12 12 11 11 11

年齢別割合（15～64歳：％） 64 61 59 58 58 56 54
年齢別割合（65歳以上：％） 22 26 29 31 32 33 35

年齢別割合（75歳以上：％） 11 13 15 18 20 21 21

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 



ＮＩＳＡの勧誘競争 

 

 

今、金融機関から皆様のお手元にＮＩＳＡ（日本版少額投資非課税制度〈ニーサと呼びま

す〉）の口座をその金融機関で開きましょうという勧誘案内が来ているかと思います。 

 

ご承知のように、上場会社の株式の売却益や受取配当金の税金は他の事業所得や給与所得

とは分離されて今年いっぱいは 10％の分離課税で済んでいます。これが来年の１月からは

20％の本来の税率に戻ります。それだけでは証券市場の魅力が下がります。 

今年の12月末で上場会社の株式売却益や受取配当金の税率10％が終了し、平成26年から

20％に上がるということは、例えば配当で見れば、１年間に１0 万円の配当があって、今ま

では10％の税金で9万円が手取りだったのにくらべて、来年からは20％の税金に変わり、同

じ10万円の配当とはいっても手取りは8万円ということになれば、証券市場に対する魅力や

需要がそれだけ減ることになります。 

 

対応策として来年の１月からはマル優に似た制度として、証券投資に対する投資非課税制

度が始まります。この制度をＮＩＳＡ（ニーサ 少額投資非課税制度）といいます。 

 

このポイントは 

①個人が証券会社などの金融機関を1つしか選べないこと。 

②ＮＩＳＡの取引口座では、上場株式や投資信託の売却益や受取配当金について非課税

であること。 

というのが、売り文句です。 

 

条件が付いていまして、投資できるのは毎年100万円に限られること。この100万円とい

うのは、100万円新たに投資するという意味です。 

すでに持っている投資信託や株券をＮＩＳＡの口座に移すことは出来ません。そして、次

の年はまた100万円新規に購入していくというやり方です。 

 

毎年100万円ずつ購入していくという制度は少なくても10年間は続くと法律上はなってい

ます。 

ただし、最高限度額は500万円までです。というのは、この非課税制度は例えば来年平成

26年度に行った100万円の投資の非課税は５年間しか続かないからです。従って、預けられ

る最高金額は500万円までという事になります。 

 

   

 

 

 

 

 



この制度はイギリスで普及しているＩＳＡ（個人貯蓄口座）をモデルとした制度です。イ

ギリスでは、国民の約４割がＩＳＡを利用し、資産形成に役立てているとのことであります。 

 

つまり、日本で1000万人の人がこれを利用するとすれば、毎年100万円×1000万人 10

兆円のお金が証券市場に流れ込むということになります。それも当面は売却せず買う一方と

いうことになります。 

 

この制度を作ることによって、証券市場を活性化していこうというのが目的です。ただし、

証券市場の取引では損失が出る事もあります。 

 

現在の証券税制では、一つの証券口座で生じた損失は他の証券会社の特定口座や一般口座

で預けている株式等の売却益や受取配当金の金額と相殺出来ることになっています。 

 ところが、このＮＩＳＡの口座については非課税口座で損失が発生しても、その他の特定

口座や一般口座の利益と損益通算は出来ません。また、非課税口座で損失が発生しても３年

間の繰越し控除は使えません。 

 さらに、５年間の非課税期間の終了時、特定口座や一般口座に振り替える時は一旦そこで

売買したものとしてみなされます。つまり、税制上単純に売買せずに他の特定口座や一般口

座に振り替えるとしてもその時点の単価で精算し、再度取得したことになります。 

 

≪ＮＩＳＡ口座 1000円で購入≫ 

ＮＩＳＡ終了時に700円に値下がりしていたので、ＮＩＳＡ終了後も特定口座で所有し続

けることにする。 

 

ＮＩＳＡ終了時の時価700円で損失300円が発生したとみなされる。これは、他の売却益

や受取配当と通算不可。 

 

ＮＩＳＡ終了後の特定口座では、700円で購入した形になる。 

実質的な塩づけが出来なくなります。このＮＩＳＡという制度は右肩上がりの株価を前提

に設計されているように思われます。 

 

このような税務上の取扱いは重要ではない と考えているのか、いくつかの金融機関から送

られてくるパンフレットには書かれていない事もありました。さすがに、大手証券会社のパ

ンフレットには記載されていました。 

 

どのような金融機関を選べばいいのかということを考える時の参考にしてください。 


